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【部門別収益動向】

1. 部門別収益動向 【単体】
平成14年度

平成14年度 平成13年度 平成14年度 平成13年度

（億円） 前年度比 前年度比 平成14年度 平成13年度

880 662 5

582 36 8

731 65 666 640 64 576 － － －

408 △ 52 460 189 △ 32 221 △ 182 △ 129 34

295 2 293 158 11 147 △ 81 △ 80 0

35 △ 4 39 6 △ 3 9 △ 54 △ 49 21

78 △ 51 129 26 △ 39 65 △ 47 － 12

152 △ 33 185 61 △ 31 92 － － 1

2,752 35 2,717 1,588 86 1,502 47

（*）連結子会社業務純益 ＝ 連結子会社の「経常利益 － その他経常利益」

粗利益

マ ー ケ ッ ト 資 金 事 業 部 門

－55 1,407 85

純利益
JTSB/JTAS 粗利益影響額

－

連結子会社
業務純益
（*）

不 動 産 事 業 部 門

合 計 （ 修 正 業 務 純 益 ）

年 金 ・ 投 資 マ ネ ー ジ

証 券 管 理 サ ー ビ ス

証 券 代 行

613

受 託 事 業 部 門

リ テ ー ル 事 業 部 門

ホ ー ル セ ー ル 事 業 部 門
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【収支・運用/調達 関連】

2. 国内・海外別収支 
銀行勘定 【単体】

（百万円）

国内部門 国際部門 合計 国内部門 国際部門 合計

71,382 － 71,382 80,421 － 80,421

資金運用収支 88,577 64,585 153,163 82,433 25,594 108,027

1,289 2,135

131,278 143,545 273,533 138,827 192,840 329,532

1,289 2,135

42,700 78,959 120,370 56,394 167,245 221,504

役務取引等収支 20,510 △ 2,070 18,439 25,025 △ 2,800 22,225

役務取引等収益 43,967 1,780 45,748 43,233 2,113 45,346

役務取引等費用 23,457 3,851 27,309 18,208 4,913 23,121

特定取引収支 5,474 2,141 7,615 2,911 1,787 4,698

特定取引収益 5,763 2,330 8,094 3,063 2,290 5,354

特定取引費用 289 189 478 152 503 655

その他業務収支 △ 5,878 10,236 4,357 2,727 29,669 32,396

その他業務収益 14,368 108,890 123,259 10,979 62,791 73,771

その他業務費用 20,247 98,654 118,901 8,252 33,122 41,374

（注1）資金調達費用は金銭の信託運用見合費用(平成14年度348百万円、平成13年度369百万円)を控除して
       表示しております。
（注2）資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部の間の資金貸借の
       利息であります。

平成13年度

信託報酬

平成14年度

（億円）

資金運用収益

資金調達費用
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3. 国内・海外別資金運用/調達の状況 【単体】
銀行勘定 【単体】

【国内部門】

（百万円） 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定 11,138,219 131,278 1.17% 11,425,956 138,827 1.21%

うち貸出金 8,130,882 109,729 1.34% 7,747,527 107,707 1.39%

うち有価証券 2,194,921 19,710 0.89% 2,866,352 28,546 0.99%

うちコールローン及び買入手形 172,271 5 0.00% 49,922 6 0.01%

うち預け金 44 0 0.00% 53 0 0.01%

資金調達勘定 11,057,254 42,700 0.38% 11,441,242 56,394 0.49%

うち預金 7,124,197 16,841 0.23% 6,180,043 20,917 0.33%

うち譲渡性預金 1,580,859 748 0.04% 1,527,538 734 0.04%

うちコールマネー及び売渡手形 347,280 45 0.01% 418,234 95 0.02%

うちコマーシャルペーパー － － － － － －

うち借入金 96,516 2,039 2.11% 113,996 1,923 1.68%

【国際部門】

（百万円） 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定 3,447,379 143,545 4.16% 4,059,893 192,840 4.74%

うち貸出金 707,427 21,909 3.09% 742,969 30,961 4.16%

うち有価証券 2,377,240 107,146 4.50% 2,950,681 148,277 5.02%

うちコールローン及び買入手形 12,436 196 1.57% 18,041 520 2.88%

うち預け金 320,039 5,234 1.63% 281,824 7,906 2.80%

資金調達勘定 3,537,408 78,959 2.23% 4,016,806 167,245 4.16%

うち預金 1,063,129 23,879 2.24% 1,456,722 52,159 3.58%

うち譲渡性預金 33,806 739 2.18% 44,395 1,439 3.24%

うちコールマネー及び売渡手形 26,346 597 2.26% 33,402 972 2.91%

うちコマーシャルペーパー － － － － － －

うち借入金 320,828 6,489 2.02% 339,084 7,484 2.20%

平成14年度 平成13年度

平成14年度 平成13年度
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【有価証券関連】

4. 有価証券残存期間別残高

銀行勘定 【単体】

（百万円）

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超

期間の定め
のないもの 合計

国債 14年3月末 355,172 92,137 139,260 149,532 189,953 36,523 － 962,579

15年3月末 305,246 462,458 5,096 － － － － 772,801

地方債 14年3月末 903 4,864 37,565 11,819 39,500 － － 94,652

15年3月末 － 2,386 14,128 5,976 10,248 － － 32,739

社債 14年3月末 46,434 87,780 131,143 58,106 26,818 － 24 350,308

15年3月末 28,495 116,568 88,592 43,478 18,957 1,701 20 297,814

株式 14年3月末 1,022,920 1,022,920

15年3月末 604,447 604,447

その他の証券 14年3月末 171,479 354,025 283,360 509,011 991,813 228,826 105,036 2,643,553

15年3月末 148,948 370,298 224,460 421,698 325,111 183,751 85,993 1,760,263

うち外国債券 14年3月末 68,075 353,177 283,360 509,011 989,251 213,566 8,213 2,424,656

15年3月末 130,877 370,298 224,360 421,642 324,112 183,458 0 1,654,749

うち外国株式 14年3月末 77,008 77,008

15年3月末 34,924 34,924

（注）上記金額は、貸借対照表計上額

（百万円）
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【デリバティブ関連】

5. ヘッジ会計を適用し繰延処理をしたデリバティブ、期間損益計算をしたデリバティブ
銀行勘定 【単体】

繰延処理したデリバティブ
想定元本 評価損益 想定元本 評価損益

（百万円） 14年3月末比
合計 49,646,884 △ 36,008 19,140 68,355,636 △ 55,419
金利関連 43,743,090 △ 36,142 25,003 66,168,549 △ 61,145
上場金利先物 26,477,087 △ 50,056 △ 50,560 49,320,692 503
売り 15,535,963 △ 69,897 △ 49,734 24,829,093 △ 20,163
買い 10,941,123 19,841 △ 825 24,491,598 20,666
上場金利先物オプション 2,492,454 △ 224 286 1,492,079 △ 511
売り 1,518,211 △ 163 △ 98 495,157 △ 65
買い 974,243 △ 61 384 996,922 △ 445
金利先渡契約 － － － － －
金利スワップ（注） 14,705,948 13,951 75,287 15,288,177 △ 61,336
受取固定・支払変動 6,986,999 － － 7,034,332 －
受取変動・支払固定 6,127,249 － － 6,602,145 －
受取変動・支払変動 1,591,700 － － 1,651,700 －
店頭金利オプション 67,600 188 △ 10 67,600 198
売り 67,600 188 △ 10 67,600 198
買い － － － - -

上場債券先物 5,067,993 552 △ 5,051 2,133,780 5,603
売り 2,891,330 △ 400 △ 9,343 1,553,001 8,943
買い 2,176,663 952 4,292 580,778 △ 3,339
上場債券先物オプション 835,800 △ 418 △ 541 53,307 123
売り 399,016 178 158 33,319 19
買い 436,783 △ 596 △ 700 19,987 103

（注)金利スワップの評価損益は経過利息を控除後の計数

  金利スワップ（繰延ヘッジ適用分）の残存期間別想定元本は以下のとおりです。

（百万円） 1年以内 1年超5年以内 ５年超 合計
2,715,021 10,022,405 1,968,521 14,705,948
1,171,174 4,836,635 979,189 6,986,999
1,543,846 3,594,070 989,331 6,127,249

0 1,591,700 0 1,591,700

期間損益処理したデリバティブ
想定元本 評価損益 想定元本 評価損益

（百万円） 14年3月末比
通貨スワップ（注） 589,146 △ 875 320 538,119 △ 1,195
（注)通貨スワップの評価損益は経過利息を控除後の計数

15年3月末

15年3月末

14年3月末

14年3月末15年3月末

受取変動・支払変動
受取変動・支払固定

想定元本合計
受取固定・支払変動
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【自己資本関連】

6. 繰延税金資産の状況 【連結】

(百万円） 13年3月末 14年3月末 15年3月末

繰延税金資産残高 217,185 257,448 285,081

うち税務上の繰越欠損金 60,277 31,569 130,626

繰延税金負債 （△） 12,771 7,082 5,661

繰延税金資産純額 204,413 250,365 279,420
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【不良債権関連】

7. 要注意先以下の債権の増減要因 

銀行勘定+信託勘定 【単体】

（14年度上期）

14年3月末 14年9月末

(億円） 14年3月末比 区分悪化（+） 区分悪化（-） 区分改善（+） 区分改善（-）

472 701 229 352 - - △ 5

4,244 2,737 △ 1,507 212 △ 324 5 △ 447

2,559 2,772 213 73 △ 103 387 △ 33

11,872 8,743 △ 3,129 455 △ 137 81 △ 2,166

（14年度下期）

14年9月末 15年3月末

(億円） 14年9月末比 区分悪化（+） 区分悪化（-） 区分改善（+） 区分改善（-）

701 290 △ 411 48 - - △ 1

2,737 1,767 △ 970 443 △ 30 0 △ 240

2,772 2,095 △ 677 227 △ 369 199 △ 609

8,743 7,033 △ 1,711 1,531 △ 272 302 △ 1,959

破 産 更生等債権

破産更生等債権

危 険 債 権

償却・売却・回収

△ 458

危 険 債 権

要 管 理 先 債 権

要管理先債権以外
の要注意先債権

△ 110

△ 1,361

償却・売却・回収

△ 117

△ 953

要管理先債権以外
の要注意先債権 △ 1,313

△ 1,143

要 管 理 先 債 権 △ 125
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【元本補てん契約のある信託関連】

8. 元本補填契約のある信託 【単体】

＜金銭信託＞ ＜貸付信託＞

15年3月末 14年9月末 14年3月末 15年3月末 14年9月末 14年3月末

（百万円） 14年9月末比 （百万円） 14年9月末比

資産計 971,000 △ 17,160 988,160 914,944 資産計 2,137,984 △ 388,183 2,526,168 3,187,925

貸出金 280,574 △ 30,894 311,468 243,028 貸出金 1,263,376 △ 183,714 1,447,090 1,636,042

有価証券(*) 168,399 △ 14,830 183,230 15,289 有価証券 116,591 △ 72,753 189,345 266,478

その他 522,026 28,564 493,461 656,626 その他 758,016 △ 131,715 889,732 1,285,403

負債計 971,000 △ 17,160 988,160 914,944 負債計 2,137,984 △ 388,183 2,526,168 3,187,925

元本(*) 968,763 △ 16,493 985,256 913,544 元本 2,110,727 △ 387,628 2,498,355 3,154,240

債権償却準備金 844 △ 92 937 731 特別留保金 12,003 △ 3,187 15,191 18,621

その他(*) 1,392 △ 573 1,966 667 その他 15,254 2,632 12,622 15,063

(*) 14年9月末より、有価証券には貸付信託受益証券を含んでおります。(14年9月末：168,000百万円、15年3月末：153,229百万円）

    負債サイドは元本とその他が対応しております。

    (14年9月末：元本167,993百万円、その他7百万円、 15年3月末：元本153,222百万円、その他6百万円）
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【財管・手数料業務関連】

9. 財管部門（投資マネージ・証券管理サービス事業）業容推移 【単体】

15年3月末 14年3月末

（億円） 14年3月末比

53,488 △ 1,271 54,759

109,216 13,312 95,904

92,931 2,767 90,164

86,770 3,212 83,558

238,896 △ 8,776 247,672

93,652 15,698 77,954
*1 社内管理上の計数 （適年については、簿価ベース）
*2 グローバルカストディーについては、期末レートで円換算したもの。

10. 流動化・証券化業務業容推移 【単体】

受託実績推移（社内管理上の計数）

15年3月末 14年3月末

（億円） 14年3月末比

債権の流動化 34,031 12,029 22,002

うち特定債権信託流動化 9,089 1,405 7,684

不動産の流動化（期末残高ベース） 17,563 3,251 14,312

件数（信託契約数ベース） 187 49 138

うちNY現法グローバルカストディー （百万ドル）

有価証券の信託、グローバルカストディー等(*2)

年金信託（*1）

指定単・指定金外信託

特金・特金外（年金特金込）

証券投資信託
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【業種別金融再生法開示債権】

11. 業種別金融再生法開示債権 【単体】          

銀行勘定 信託勘定 銀行・信託 銀行勘定 信託勘定 銀行・信託

（百万円） 合計 14年3月末比 合計

315,863 63,819 379,683 △ 288,559 538,278 129,964 668,242

製 造 業 13,035 1,490 14,525 △ 3,025 15,351 2,198 17,550

農 業 － － － － － － －

林 業 － － － － － － －

漁 業 － － － － － － －

鉱 業 － － － － － － －

建 設 業 69,711 13,855 83,566 △ 36,639 98,686 21,519 120,205

電気 ･ガス･熱供給 ･水道業 － － － － － － －

運 輸 ･ 通 信 業 △ 13,609 10,339 3,270 13,609

情 報 通 信 業 59 37 97 97

運 輸 業 7,604 2,611 10,215 10,215

卸 売 ･ 小 売 業 ･ 飲 食 店 △ 46,362 40,007 6,354 46,362

卸 売 ･ 小 売 業 31,880 3,154 35,035 35,035

金 融 ･ 保 険 業 2,368 501 2,869 △ 3,008 4,329 1,549 5,878

不 動 産 業 144,246 19,275 163,522 △ 173,821 295,224 42,119 337,344

サ ー ビ ス 業 △ 72,653 53,565 19,088 72,653

各 種 サ ー ビ ス 業 34,024 14,744 48,769 48,769

そ の 他 12,932 8,148 21,080 △ 33,556 20,773 33,864 54,637

22,514 － 22,514 1,710 20,804 － 20,804

338,377 63,819 402,197 △ 286,849 559,082 129,964 689,047

15年3月末 14年3月末

国 内 店 分

（除く特別国際金融取引勘定分）

海外店分 及
び特別国際金融取引勘定分
合 計
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12. 業種別金融再生法開示債権に対する保全率 【単体】

銀行勘定 信託勘定 銀行・信託 銀行勘定 信託勘定 銀行・信託

（％） 合計 14年3月末比 合計

84.3 65.2 81.1 3.9 79.7 67.0 77.2

製 造 業 82.8 86.4 83.2 △ 4.1 86.0 96.3 87.3

農 業 － － － － － － －

林 業 － － － － － － －

漁 業 － － － － － － －

鉱 業 － － － － － － －

建 設 業 75.1 33.4 68.1 15.7 55.5 37.8 52.4

電気･ガス･熱供給･水道業 － － － － － － －

運 輸 ･ 通 信 業 85.6 89.4 86.5

情 報 通 信 業 64.3 36.3 53.4

運 輸 業 81.8 88.3 83.4

卸 売 ･ 小 売 業 ･ 飲 食 店 66.6 95.5 70.6

卸 売 ･ 小 売 業 65.7 95.1 68.3

金 融 ･ 保 険 業 73.3 67.1 72.2 8.8 74.1 33.4 63.4

不 動 産 業 93.1 80.6 91.7 5.7 88.4 69.1 86.0

サ ー ビ ス 業 83.0 58.6 76.6

各 種 サ ー ビ ス 業 80.5 44.4 69.6

そ の 他 96.4 98.0 97.0 16.7 81.0 79.8 80.3

57.4 － 57.4 △ 7.8 65.2 － 65.2

82.5 65.2 79.8 1.9 80.5 67.0 77.9

（注）平成14年3月7日付総務省告示第139号により「日本標準産業分類」が改訂され、同年10月1日から適用されたことに伴い、

    「国内（除く特別国際金融取引勘定分）」に係る各業種別の貸出金残高は、14年3月末は改訂前の日本標準作業分類の区分に

     もとづき、15年3月末は改訂後の日本標準産業分類の区分にもとづき記載しております。

15年3月末 14年3月末

国 内 店 分

合 計

（除く特別国際金融取引勘定分）

海 外 店 分
及び特別国際金融取引勘定分
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【子会社・関連会社】

13. 連結子会社等の状況

資本金 当社グループの

又は 議決権所有割合

出資金 （　）内はうち当社の

議決権所有割合

(連結子会社) ％

住信振興株式会社 50百万円ビル管理業 100　　（100）

住信ローン保証株式会社 5,190百万円 ローン保証業 100　　（100）

住信ビジネスサービス株式会社 50百万円事務代行業 100　　（100）

住信パーソネルサービス株式会社 80百万円人材派遣業 100　　（100）

住信インベストメント株式会社 35百万円ベンチャーキャピタル業 100　　（100）

住信保証株式会社 7,100百万円 ローン保証業 99.1   （98.8）

システム開発運営・

データ処理業

住信情報サービス株式会社 100百万円情報処理業 70　　　（5）

住信カード株式会社 50百万円クレジットカード業 55　　　（5）

住信住宅販売株式会社*1 300百万円住宅仲介業 60　　　（5）

住信アセットマネジメント株式会社 300百万円投信委託・投資顧問業 100　　　（5）

調査・研究及び

コンサルティング業

名　　　称 主要な事業の内容

日本ＴＡソリューション株式会社 2,005百万円 80　　 （80）

株式会社住信基礎研究所 300百万円 100　　　（5）
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資本金 当社グループの

又は 議決権所有割合

出資金 （　）内はうち当社の

議決権所有割合

45,000千

米ﾄﾞﾙ

30,000千

米ﾄﾞﾙ

82,900千

米ﾄﾞﾙ

STB Finance Cayman Ltd. 10千米ﾄﾞﾙ 金融業 100　　（100）

STB Cayman Capital Ltd. 10千米ﾄﾞﾙ 金融業 100　　（100）

STB Delaware Funding LLC 274千米ﾄﾞﾙ 金融業 100　　（100）

STB Preferred Capital (Cayman) Ltd. 85,000百万円 金融業 100　　（100）

STB Delaware Funding Trust Ⅰ 4,994千米ﾄﾞﾙ 金融業 100　 　（99）

(持分法適用関連会社)

ビジネクスト株式会社 3,500百万円 金銭貸付業 40　 　（40）

人事サービス・コンサルティング株式会社 519百万円情報処理サービス業 35.9　 （35.9）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 51,000百万円 信託銀行業 33.3　 （33.3）

住信リース株式会社 1,731百万円 リース業 39.4      （5）

日本トラスティ情報システム株式会社 300百万円システム開発運営業 33.3　  　（5）

*1 住信住宅販売株式会社は平成15年4月1日付ですみしん不動産株式会社に商号変更しております。

The Sumitomo Trust Finance (H.K.) Ltd. 銀行業・証券業 100　　（100）

Sumitomo Trust and Banking (Luxembourg) S.A. 銀行業・信託業・証券業 100　　（100）

Sumitomo Trust and Banking Co. (U.S.A.) 銀行業・信託業 100　　（100）

名　　　称 主要な事業の内容
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